
市立小・中学校再編計画の考え方について 

［学校再編推進課］ 

１ 趣旨 

市立小・中学校の再編計画の策定プロセスについて決定するもの。 

２ これまでの経緯 

  全国的に児童生徒数が減少している中、本市においても半数以上の小・中学校が標準

規模を下回る状況にあることから、平成 31 年 1 月の富山市自治振興連絡協議会正副会

長会議を皮切りに市内自治振興会 13 ブロックにおいて PTA を交え、「市立小・中学校の

将来のあり方」について説明会を実施した。 

  その後、令和 2年 8月に市民 5,000 人を対象とした学校再編に関するアンケート調査

を実施し、回答者の 8割から再編を推進・容認するという回答を得ている。 

  市教育委員会では、令和 2年 10 月に通学区域審議会に対し、「小・中学校の適正規

模・適正配置に関する基本的な考え方について」諮問し、答申を経て同年 11 月に「富

山市立小・中学校の適正規模・適正配置に関する基本方針」を策定した。 

３ 用語の定義 

本市が進める学校規模の適正化及び適正配置は、「学校統合」という手法を基本としつ

つ、「通学区域の変更・弾力化」や「分離新設」といった手法についても検討を行いな

がら、「新たな学校」としてのスタートとするために「学校再編」と定義する。

４ 再編素案検討のプロセス 

再編素案は基本方針に定めた基準・手法に沿って次のプロセスを経て策定するものと

する。 

（1）再編対象校の選定 

（2）再編を考える範囲 

再編の対象となる学校は、早期に適正化を検討する学校規模を定めた基本方針に基づ

き、再編が先行している水橋地区を除いた、 

① 複式学級が存在する学校（小学校 9校） 

② 全学年が単学級である学校（小学校 16 校、中学校 2校） 

とし、選定時点を令和 3年度とする。 

再編を考える範囲は、地域としての歴史的つながりや一体性、まとまりがあり、市

民にもわかりやすい地域区分であり、本市の総合計画や都市マスタープランなど、ま

ちづくりに関する他の計画との整合も図られることから、総合計画や都市マスタープ

ランなどで設定されている 14 地域生活圏（別紙）とする。 

（3）再編の組み合わせの検討 

（4）小学校と中学校の併設の検討 

（5）再編素案検討の観点 

（6）今後の進め方 

＜参考＞14 地域生活圏別の小・中学校（赤字：再編対象校）

地域 小学校 中学校 地域 小学校 中学校 

富山中央 

芝園、中央、西田地方、

光陽、柳町、奥田北、 

奥田、堀川 

芝園、堀川、 

南部、奥田、 

大泉 

水橋 

水橋中部、水橋西部、 

水橋東部、三郷、上条 

水橋、三成 

富山北部 
浜黒崎、岩瀬、萩浦、 

大広田、針原、豊田 

北部、岩瀬 
大沢野 

大沢野、大久保、船峅 大沢野 

和合 四方、八幡、草島、倉垣 和合 大山 上滝、大庄、福沢、小見 上滝 

呉羽 
呉羽、長岡、寒江、 

古沢、老田、池多

呉羽 
八尾 

八尾、杉原、保内、樫尾 八尾、杉原 

富山西部 
桜谷、五福、神明 西部 

婦中 
速星、鵜坂、朝日、 

宮野、古里、音川、神保

速星、城山 

富山南部 
堀川南、蜷川、新保、 

熊野、月岡 

月岡、興南 
山田 

山田 山田

富山東部 

東部、山室、山室中部、

太田、広田、新庄、 

新庄北、藤ノ木 

東部、新庄、 

山室、藤ノ木 細入 

神通碧 楡原

同一の地域生活圏内の小学校で、次のような場合には、中学校との併設も念頭に、再

編案を検討する。 

① 複数校の組み合わせによって新たな再編校は適正規模校となるが、一部小規模校

が残置する場合 

② 同一地域生活圏内に中学校が一つの場合 

再編素案は、客観的なデータを次の観点から検討し、複数案を策定する。 

① コーホート変化率法を用いた R7、R12、R17、R22 の各年度の児童生徒数推移によ

る学校規模及び教室過不足数の観点 

② 学校長寿命化計画による建物（校舎・体育館）健全度の観点 

③ 通学距離が遠方（徒歩で 3㎞超）となる児童生徒数の観点 

④ 立地適正化計画等他計画との整合性の観点 

同一の地域生活圏内において、まずは校区が隣接する学校で適正規模となるかを検討

し、適正規模とならない場合は 3校以上での再編を検討する。また、同一地域生活圏内

での再編が困難な場合は、地域生活圏をまたいだ再編を検討する。 

なお、新たな再編校の設置にあたっては、原則既存校舎の活用を検討するものとする。

 第 1回総合教育会議での意見をもとに、9月教育委員会定例会までに再編素案の調

整・策定を経て、10 月以降、富山市通学区域審議会に諮問を行い、その答申を踏まえ、

令和 4年 3月末までに教育委員会の再編計画を策定する。この計画は、令和 4年度以

降、保護者や地域の方への説明や議論を行うための本市の案となるものである。
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【別紙】再編を考える範囲（14地域生活圏）R3.5.1現在
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